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 ここ数年の公表される税務調査事績では、

いわゆる「富裕層」に対して、資産運用の

多様化・国際化が進んでいることを念頭に

調査を実施しているとしていました。 

 そして最近、税務専門誌に突然報道され

たところによると、国税当局には「重点管

理富裕層名簿」というのがあり、この名簿

への登載は、各国税局の内部の複数の係の

協議の上での指定による、ようです。 

登載されるのは、周囲の一定の個人（例

えば家族など）や法人も含まれ、一体的に

管理されるようです。 
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 該当者と指定される基準には、①形式基

準と②実質基準があり、次のようになって

います。 

①見込保有資産総額が特に大 

②形式基準に該当しない者のうち、一定規

模以上の資産を保有し、かつ、国際的租税

回避行為その他の富裕層固有の問題が想定

され、重点管理富裕層として特に指定する

必要があると認められる者 
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 一般に、資産家とか富裕層とかいう言葉

があり、どれくらいの人数がいるのか、と

いう報告はいくつかあります。 

クレディ・スイスのレポートによると、

純資産 100 万ドル以上の日本の富裕層は

2,728 千人、純資産額 5,000 万ドル以上の

超富裕層は 2,887 人です。イギリスのナイ

ト・フランクは、純資産 3,000 万ドル以上

の超富裕層は、日本では、16,703 人として

います。野村総研の公表では、日本におけ

る、純金融資産保有額が１億円以上の富裕

層は 100.7 万世帯、５億円以上の超富裕層

は 5.4 万世帯とされています。 
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 超富裕層への課税強化は、所得税、相続

税・贈与税の最高税率のアップ、国外送金

等調書・国外証券移管等調書・国外財産調

書制度の施行、財産債務調書制度の一新化、

マイナンバー制度の導入と、情報捕捉の態

勢も整えられ、平成 27 年７月から施行の出

国税（国外転出時課税制度）、平成 28 年か

ら施行の金融税制の構造変換と着実に歩が

進められています。 

 財産の総額に累進税率を掛ける富裕税の

復活も視野にあるのかもしれません。そう

いうことのための、富裕層へのメッセージ

と言えそうです。 
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